様式第２（農用地区域除外用）

 eq \o\ad(農用地利用計画変更申出書,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
令和　　年　　月　　日

　東　海　市　長　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　申出者　住  所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏  名　　　　　　　　　　　　　　

下記のため、農用地区域から除外する変更をしてください。

	１
	除外する

土  　地
	土地の所在地番
	地　目
	面　積
	指定された用途
	土地の所有者使用収益権者

	
	
	
	登記簿
	現　況
	
	
	

	
	
	
	
	
	㎡
	
	

	２
	除外の目的及び必要性
	

	３
	事業計画
	建　　物
	　　　　　　　棟　　　　　　　㎡　　　　　構造

	
	
	工作物（構築物）
	

	
	
	そ の 他
	(※　１)

	４
	当該土地の選定理由等
	（※　２)

	５
	農業生産基盤整備事業の実施状況
	事業名
	

	
	
	地区名
	

	
	
	事業主体
	

	
	
	受益面積
	

	
	
	事業完了年度
	

	
	
	その他
	

	６
	担い手の営農状況
	(※　３)

	７
	地域計画の目標地図への位置づけの状況
	(※　４)

	８
	その他必要な事項
	

	９
	連  絡  先
	
	電話


(※　１)　事業実施に伴う公害環境汚染等の防止に関する事項を記述すること。
(※　２)　具体的に選定の理由及び代替すべき土地がないことを明らかにすること。
(※　３)　当該土地の使用収益権者が担い手の場合に当該土地に係る営農状況について記載すること。
(※　４)　当該土地の耕作者の地域計画の目標地図への位置づけの状況について記載すること。

［申出書記載時の留意事項］
１　「除外する土地」が数筆の場合は、各筆の登記面積と合計面積を記入すること。

　　一部のみ除外する場合は、除外面積を内書き（例：１，０００㎡の内４８９㎡）し、位置図、公図、土地登記簿謄本（写し）を添付のこと。

２　「除外の目的及び除外の必要性」には、まず「目的」を簡易（例：農家の分家住宅、駐車場、資材置場等）に述べ、「必要性」はその目的に応じ具体的に延べ、事業のスケジュール、規模などを数値を用い明らかにすること。

３　「事業計画」は、できるだけ具体的に記入し、建物等の配置計画図、計画平面図、排水計画図などその土地の利用計画を表した図面を添付すること。

　　（建物面積は建築面積とする）

４　「当該土地の選定理由」には、具体的な選定理由を明確に記入のこと。

　　他に自己所有地があるときは所有地全部（市外の所有地も含む）の状況が把握できる書類の写しを添付のこと。

５　「土地基盤整備事業の実施状況」欄の記入については、該当土地が土地基盤整備事業区域内にある場合は農務課農業振興担当にお聞きください。
６　「地域計画の目標地図への位置づけの状況」欄については、農業経営基盤強化促進法に規定する地域計画において、申出地が目標地図に位置づけられているかを記入すること。ご不明な点があれば農務課農業振興担当にお聞きください。
７　「その他必要な事項」には、農家住宅の場合はその経営規模、家族構成を、分家住宅の場合は土地所有者との続柄・家族構成を明記すること。

８　各項とも枠内に入りきらない場合は、別紙として添付すること。なお、枠内に記載した
場合は、別紙の添付は必要ないもの。
（別紙１）

１　除外する土地

	 eq \o\ad(土地の所在地番,　　　　　　　　　)
	地　　目
	面積（㎡）
	指定された用途
	土地の所有者

使用収益権者

	
	登記簿
	現　況
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（別紙２）

２　除外の目的及び除外の必要性

　(1)　除外の目的

　　　

　　　

　(2)　除外の必要性

　　　

　　　

　　　

　　　
（別紙３）

３　事業計画

　(1)　建　物

　(2)　工作物（構築物）

　(3)　その他

　　（事業実施に伴う公害環境汚染等の防止に関する事項を記述）

（別紙４）

４　当該土地の選定理由等
　(1)　土地の選定理由
　(2)　代替すべき土地がないこと
（別紙４資料）

自己所有地等の状況

	番号
	 eq \o\ad(所在地番,　　　　　　　　　)
	地目
	面積（㎡）
	市街化
	農用地区域
	当該土地以外で選定できない理由

	
	
	
	
	
	外
	内
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（別紙５）

５　土地基盤整備事業の実施状況

	 eq \o\ad(事業名,　　　　　　　　　)
	

	事業主体　　　　　
	

	受益面積　　　　　
	

	事業完了年度　　　
	

	その他　　　　　　
	


	 eq \o\ad(事業名,　　　　　　　　　)
	

	事業主体　　　　　
	

	受益面積　　　　　
	

	事業完了年度　　　
	

	その他　　　　　　
	


	 eq \o\ad(事業名,　　　　　　　　　)
	

	事業主体　　　　　
	

	受益面積　　　　　
	

	事業完了年度　　　
	

	その他　　　　　　
	


	 eq \o\ad(事業名,　　　　　　　　　)
	

	事業主体　　　　　
	

	受益面積　　　　　
	

	事業完了年度　　　
	

	その他　　　　　　
	


（別紙６）
８　その他必要な事項

誓　　約　　書

東　海　市　長　　様

　この度農用地利用計画の変更申出をするに当たり、私　　　　　　　　　　　　　　　は、申出書に記載した内容を守り、申出地については「転売」｢賃貸｣「用途変更」「建築」等の行為はいたしません。

　また、変更申出に対する回答がされましたら、速やかに転用等の手続きを開始いたします。

記

	申　出　地
	土地所有者
	地　目
	面　積

(㎡)
	変更内容

	
	
	
	
	


令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　（申出者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
誓　　約　　書
東　海　市　長　　様

　この度農用地利用計画の変更申出をするに当たり、私　　　　　　　　　　　　　　　は、申出書に記載した内容を守り、申出地については「転売」｢賃貸｣「用途変更」等の行為はいたしません。申出地で建築物を建築する際には、都市計画法及び建築基準法等を遵守します。

　また、変更申出に対する回答がされましたら、速やかに転用を含めた必要手続きを開始いたします。

記

	申　出　地
	土地所有者
	地　目
	面　積

(㎡)
	変更内容

	
	
	
	
	


令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　（申出者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
土地所有者・使用収益権者の同意書

○申出地

　　　東海市　　　　　　町　　　　　　　　　　　　　　他　　　　　筆

　　　　　　　　　田・畑　　　　　　　　　　㎡

○申出者

住　　所

氏　　名

○農用地利用計画変更・農地転用の目的

	上記のとおり農用地利用計画の変更及び農地転用に同意します。

令和　　年　　月　　日

土地所有者・使用収益権者　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　



隣接農地等所有者の同意書
○申出地

　　　東海市　　　　　　町　　　　　　　　　　　　　　他　　　　　筆

　　　　　　　　　田・畑　　　　　　　　　　㎡

○申出者

住　　所

氏　　名

○農用地利用計画変更・農地転用の目的

上記のとおり農用地利用計画の変更及び農地転用に同意します。

	隣接農地の所在
	所　　　有　　　者（耕　作　者）

	
	住　　　　　所
	氏　　　名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


令和　　年　　月　　日
土地改良区工区長の同意書

○申出地

　　　東海市　　　　　　町　　　　　　　　　　　　　　他　　　　　筆

　　　　　　　　　田・畑　　　　　　　　　　㎡

○申出者

住　　所

氏　　名

○土地所有者

　　　住　　所

　

　　　氏　　名

○農用地利用計画変更・農地転用の目的
	上記のとおり農用地利用計画の変更、農地転用並びに申出地内及び合併処理浄化槽からの排水を工区内の水路等に放流することに同意します。

令和　　年　　月　　日

　　　   　　　　　　工区名
　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　



多面的機能支払交付金の交付対象となる組織の代表者の同意書

○申出地

　　　東海市　　　　　　町　　　　　　　　　　　　　　他　　　　　筆

　　　　　　　　　田・畑　　　　　　　　　　㎡

○申出者

住　　所

氏　　名

○土地所有者

　　　住　　所

　

　　　氏　　名

○農用地利用計画変更・農地転用の目的

	上記のとおり農用地利用計画の変更、農地転用に同意します。

令和　　年　　月　　日

活動組織名
　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　



水利組合長等の同意書

○申出地

　　　東海市　　　　　　町　　　　　　　　　　　　　　他　　　　　筆

　　　　　　　　　田・畑　　　　　　　　　　㎡

○申出者

住　　所

氏　　名

○土地所有者

　　　住　　所

　

　　　氏　　名

○農用地利用計画変更・農地転用の目的

	上記のとおり農用地利用計画の変更及び農地転用に同意します。

令和　　年　　月　　日

　　　   　　　　　　組合名
　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　



（別紙）

農用地利用計画変更に必要な書類及び部数
	番号
	必要な書類
	部数
	備考

	①
	農用地利用計画変更申出書
	６
	空白が足りない等で枠内に記載できない場合は、別紙を使用すること。
なお、申出書に記載した場合は、別紙の提出は必要ないもの。

	②
	（別紙１）
除外する土地
	６
	

	
	（別紙２）
除外の目的及び除外の必要性
	６
	

	
	（別紙３）
事業計画
	６
	

	
	（別紙４）
当該土地の選定理由等
	６
	

	
	（別紙４資料）
自己所有地等の状況
	６
	市外の所有地も含む、所有地等全てを記載のこと。
それぞれの土地に番号を付け、位置図にも同じく番号を付けること。

	
	（別紙５）
　土地基盤整備事業の
実施状況
	６
	該当がある場合

	
	（別紙６）
　その他必要な事項
	６
	該当がある場合

	③
	位置図

（1/2,500　程度）
	６
	申出地を明示のこと

	④
	土地整理図（公図）の写し

（1/600　程度）

・申出地周辺の地目等を表示
	６
	申出地を明示し、隣接地の所有者・面積・地目を記入のこと、また、分筆する場合は分筆予定線を記入のこと

	⑤
	土地登記簿謄本の写し
	６
	

	⑥
	施設等配置計画図
（1/500～1/2,000　程度）

・建築面積等を表示
	６
	

	⑦
	建物等計画平面図

（1/500～1/2,000　程度）
	６
	建築物等を建築する場合

	⑧
	排水計画等公害防止措置を表した図、処理方法等
	６
	

	⑨
	所有地等全てを表示した位置図（1/2,500）
	３
	所有地等全てを表示し、２の（別紙４資料）と同じく番号を付けること。

	⑩
	土地所有者の同意書の写し
	３
	申出者と所有者が違う場合

	
	使用収益権者の同意書の写し
	３
	小作権等の所有権以外に権利が設定されている場合

	
	隣接等農地所有者の同意書の写し
	３
	当該土地の隣接地が農地の場合

	
	土地改良工区長の同意書の写し
	３
	申出地が土地改良区域内の場合及び申出地からの排水のため、工区内の水路等を使用する場合

	
	多面的代表者の同意書の写し
	３
	該当地区内の場合

	
	水利組合長等の同意書の写し
	３
	該当地区内の場合

	
	その他の権利の同意書の写し
	３
	

	⑪
	誓約書の写し
	３
	

	⑫
	委任状の写し
	３
	申出を行政書士に委任する場合

	⑬
	農家基本台帳原本証明書の写し
	３
	農家住宅、農家の分家住宅の場合のみ

	⑭
	住民票の写し
	３
	住宅に住む予定の住民全員

	⑮
	戸籍謄本の写し
	３
	分家住宅の場合土地所有者と申出者の続柄を証明すること。

	⑯
	資産証明書又は土地名寄帳の写し
	３
	所有地等全てが記載されていること

	⑰
	その他参考となる資料
	３
	


（参考）

１　提出書類のうち、５部については、市農業委員会(１部)、市建築住宅課(１部)、農協(１部)、愛知用水土地改良区(２部)への事前協議に使用する。

２　書類は、Ａ４版とする。
申出地が土地改良工区内の場合及び
申出地からの汚水・雨水排水に工区内の水路等を使用する場合の注意事項
申出地が土地改良工区内の場合及び申出地からの汚水・雨水排水に工区内の水路等を使用する場合は、該当する土地改良工区長の同意書が必要となります。
また、次の事項に該当する場合は、農用地利用計画変更申出書（除外）の提出前に、必ず農務課施設整備グループに事前相談をお願いいたします。事前相談がない場合は、除外申出を受付できない場合があります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　関係車両が農道を通行する場合
(1)　乗用車の通行を含め、申出地における乗入口側溝（Ｔ－２５）の布設替えが必要となる場合があります。
(2)　申出地までを通行する１日当たりの車両台数及び車種により、次のように取扱いますので、必要な対応等をお願いします。
　ア　最大積載量10t以上の車両が通行する場合
　　　農道及び農水管の保持のため原則、通行不可。
　　　なお、やむを得ず、通行する場合は、通行する全農道の舗装打ち換え等が必要となる場合があります。
また、舗装打ち換えを行った農道及び農水管を破損させた場合に、  原状復旧を行う旨の覚書を土地改良工区長と締結する必要があります。
イ　最大積載量４t以下２ｔ以上の車両が通行する場合
農道及び農水管を破損させた場合に、原状復旧を行う旨の覚書を土地   
改良工区長と締結する必要があります。
２　申出地からの汚水・雨水排水に工区内の水路等を使用する場合
　　汚水・雨水排水について、申出地内の排水及び排水終末がわかる計画図面を作成の上、施設整備グループに事前相談してください。
変更目的：非建築物の場合





変更目的：建築物の場合








